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はスティグマ）であり，「障害者」people with disability は，そうした「徴つきの人間」という意味である
と指摘する。
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ADA の構成は，雇用（第 1 編），公共サービス（第 2 編），民間企業が運営する公共施設及びサービス（第
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 ｢適格性」を中心とした ADA の要件について
1 ADA の「障害」の要件




ADA において，障害とは，個人の 1 つ以上の主要な生活活動を実質的に制限する身体的又は
精神的な障害，機能の障害の記録，又は機能障害を持つと見なされること，のいずれかの状態
を指すものと定義される24。かつて ADA 第 1 編の訴訟では連邦最高裁が障害の概念を狭く捉えて
いたために25，ADA で保護される障害を持つ個人の対象範囲も狭く解される傾向にあったが，こ
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となる場合にのみ検討すべき」としており（29 C.F.R. Pt.1630, App. §1630.2，see ``Reasonable Accom-
modation''），再配置の場合であっても，本来的には労働者に本質的機能の実施ができることが必要とされて
いるものと解されているといえるだろう。
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1 合理的配慮の不提供にかかる一応の証明（prima facie case）
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合理的配慮を受ければ，原告が職務の本質的機能の実施が可能であったこと
使用者が上記配慮の提供を拒んだこと
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ず，また適切な合理的配慮は，使用者と労働者との間の柔軟でインタラクティブ・プロセスを通じ
て最も適切に判断されるとしている55。
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ンは上司に対して出勤時間を遅くして勤務時間を午後 6 時以降も行うことを提案したが，午後 6
時以降は監督者が不在であることなどを理由に拒否された。
2008年 6 月 9 日には監督者会議が行われ，その際，マクミリアンの遅刻が投薬によることを確
認され，10月及び12月には彼の精神科医が投薬スケジュールを変更すべきではないという書簡を
提出した。
マクミリアンは，2009年 5 月 8 日に遅刻を理由とするペナルティを受け，12月には長期間にわ





















68 アメリカ合衆国の人事管理局の提案する maxi‰ex work schedule は，例えば，常勤の労働者の場合，隔週で
80時間の基本的な仕事の要件を満たすとき，機関が設定した範囲内で労働者が自分のスケジュールを決定す
ることを許容にするものと定義される（U.S. O‹ce of Personnel Management Pay & Leave Reference
Materials: Handbook on Alternative Work Schedule, available at https://www.opm.gov/policy-data-










EEO の苦情申出は奏功しないまま，4 月 6 日，ソロモンは上記配慮を拒否された。
4 月27日，ソロモンは体調が優れないので，遅く出勤して午後 6 時以降にも働くことを考えてい
たが，上司によって禁じられた。その後も，ソロモンは，午後 6 時以降の勤務が禁じられ，上司
から合理性を有する医学的な書面の提出をするまで休暇ではない欠勤扱いがなされた。





















































69 Vera v. Williams Hospitality Group, Inc., 73 F.Supp. 2d 161（D.Puerto Rico 1999）は―ホテルの従業員で
あった労働者（精神病）の長期の欠勤に対する休暇の配慮に関する事案―「出勤と規則正しさの必要性の
基準は，各職位の状況に依拠するものである」として，長期欠勤が当該労働者を職務についての適格のない
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して，阪神バス（勤務配慮）事件（神戸地尼支判平成24年 4 月 9 日判タ1380号110頁)74 を確認し
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87 神戸地判平成28年 5 月26日労判1142号22頁（学校法人須磨学園事件），岡山地判平成29年 3 月28日労判1163
号 5 頁（原田学園）など。
協働作用と将来志向であることを踏まえ，事前紛争予防としての機能が求められる85。そうする
と，裁判所では，公権的な判断である訴訟ではなく，労働審判や民事調停を活用することが望まし
いであろう86。
 むすびに代えて
本稿では，合理的配慮の請求権の存在を前提として，その請求権の法的性質を検討したが，大き
なところで 2 つの事項についての検討がなおも不十分である。
1 つは，ディスアビリティ・ハラスメントの根拠を十分に論じられていないことである。ADA
では，合理的配慮の不提供が差別としているが，また広く使用者には障害に関するハラスメントフ
リーの職場環境を提供することも求めていることから，ディスアビリティ・ハラスメントが ADA
に通底する概念であると考えられるものの，本稿では十分に論じることができていない。これに関
連してインタラクティブ・プロセスとディスアビリティ・ハラスメントとの関係性についても，十
分に触れることができていない。
もう 1 つは，障害を持つ労働者の意思に反した，勤務配慮という名目でのディスアビリティ・
ハラスメントともいえる使用者の措置87 に対して，労働者から改めて合理的配慮の請求権を行使す
ることが可能であるのかという点である。このことは，使用者の人事異動や業務命令に関し，就業
規則の多くには「労働者は正当な理由なくこれを拒むことはできない」旨の定めがあるところ，合
理的配慮の提供を受けることを，正当な理由として構成できるのかという問題である。
これらについては今後の研究課題としたい。
